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1. はじめに 
 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構という）は、「災害対策基本法（以

下、災対法という）」1)及び「武力攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和と独立並び

に国及び国民の安全の確保に関する法律（以下、事態対処法という）」2)において指定公共機関に

指定されており、国内で原子力災害が発生した際には、原子力緊急時支援・研修センター（以下、

支援・研修センターという）が中心となり、国や地方公共団体に対して、原子力機構の専門家の

派遣、防災資機材の提供、事故の評価・解析等の技術的支援を実施する。一方、国外における核

実験や原子力事故等に伴う我が国への放射線影響評価に関する協力要請に対しても、従前より積

極的な支援を行ってきた。 
北朝鮮は、北東部の豊渓里（プンゲリ：北緯 41.3 度、東経 129.2 度）に建設された地下核実験

場において、平成 18 年（2006 年）10 月から平成 29 年（2017 年）9 月までに全 6 回の地下核実

験を実施した。地下核実験の場合には、実験坑道を掘削した岩盤等に亀裂がなく坑道が完全に閉

鎖されている状況で実施されるため、一般的に放射性物質が大気中に放出されることは想定され

ないが、我が国として万全を期す観点から、モニタリングの強化という対応措置が講じられた。

自衛隊機による航空機モニタリングを効果的かつ効率的に行うための参考資料として、原子力機

構は 1 回目と 4 回目の地下核実験を除いて、原子力規制庁または文部科学省から放射性物質の一

定単位放出率を仮定した大気拡散予測計算を実施することを要請された。 
平成 25 年（2013 年）2 月、平成 28 年（2016 年）9 月及び平成 29 年（2017 年）9 月に北朝鮮

によって実施された 3 回目、5 回目及び 6 回目の地下核実験において、支援・研修センターは原

子力基礎工学研究センター（以下、基礎工センターという）、平成 26 年（2014 年）4 月以前はそ

の前身組織である原子力基礎工学研究部門（以下、基礎工部門という）の協力を得て、WSPEEDI-
II（Worldwide version of System for Prediction of Environmental Emergency Dose Information, 
Version II）自動計算システムを用いて大気拡散予測計算を行い、予測結果を原子力規制庁（ある

いは文部科学省）に提供した。自動計算システムは、基礎工部門が開発した世界版緊急時環境線

量情報予測システム第 2 版 WSPEEDI-II3)-6)を基盤として、北朝鮮地下核実験対応に特化するた

めに基礎工部門が構築したものである。自動計算システムによる予測結果は、防衛省の航空自衛

隊機による高空の大気浮遊じん等の試料採取計画策定において参考資料として用いられた。 
上記の北朝鮮地下核実験対応に使用された WSPEEDI-II 自動計算システムは、基礎工センター

が所在する原子力科学研究所（以下、原科研という：茨城県東海村）に設置されていた。原科研

で作動していた自動計算システムには、いくつかの保守及び運用上の問題が生じていた。このた

め、支援・研修センターは原子力規制庁及び基礎工センターと協議することにより、平成 30 年度

（2018 年度）から令和元年度（2019 年度）にかけて自動計算システムを支援・研修センターに

移管して整備し、運用を開始した。これにより、自動計算システムに発生していた問題をすべて

解決することができた。 
本報告書は、北朝鮮地下核実験対応に特化するために基礎工部門で開発され、平成 25 年（2013

年）2 月、平成 28 年（2016 年）9 月及び平成 29 年（2017 年）9 月の地下核実験対応に使用され

た WSPEEDI-II 自動計算システムを支援・研修センターへ移管し整備した内容について記述す

る。また、当該自動計算システムに関するその後の保守と運用について説明するとともに、北朝

鮮地下核実験対応における今後の課題について記述する。  
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2. 北朝鮮による地下核実験対応の経緯と体制 
 
2.1 我が国及び原子力機構における対応 

(1) 我が国における対応 
我が国において、原子力施設等における災害や放射性物質に係る災害が発生した場合には、

その発災原因に応じて、災対法、「防災基本計画」7)、事態対処法及び「武力攻撃事態等にお

ける国民の保護のための措置に関する法律（以下、国民保護法という）」8)に基づいた対応が

なされる。原子力機構は災対法及び事態対処法において指定公共機関に指定されており、こ

れらの災害が発生した際は、国や地方公共団体の要請に応じて、緊急時モニタリング等の各

種の支援活動を行う。 
一方、国外で発生した原子力事故等への対応については、前述の法律には明確に記載され

ておらず、広く緊急事態全般を対象とした「緊急事態に対する政府の初動対処体制について」9)

に基づき、官邸対策室の設置や緊急参集チームの召集が行われる。特に、放射性物質の影響

が想定される事象については、内閣官房副長官を議長とする放射能対策連絡会議による対応

が実施される。なお、国外の原子力事故等における発災国への支援については、国際原子力

機関（IAEA）の緊急時対応援助ネットワーク（RANET：Response and Assistance Network）10)

に基づき、原子力機構等の事前に登録された機関が対応する。 
また放射能対策連絡会議は、「放射能対策連絡会議の設置について」11)に基づいて内閣官房

に設置される。同会議は、「国外における原子力関係事象発生時の対応要領」12)を定めている。

この中で、対象とする国外の原子力関係事象として、緊急事態に至らない場合も含め、「国外

で発生する原子力関係事象であって、我が国に放射性物質または放射線による周辺環境への

影響または社会的影響を及ぼすおそれのあるもの」と規定している。これらの事象について、

放射能（線）測定・分析の充実（特にモニタリングの強化）、人体に対する影響に関する研究

の強化、放射能に対する報道・勧告・指導、その他放射能対策に係る諸問題に関して、関係

機関の相互の連絡・調整を緊密に行うこととしている。 
上記対応のうち、モニタリングの強化については、「国外における原子力関係事象発生時の

「モニタリング強化」の実施について」13)を別途定め、放射能対策連絡会議の構成省庁であ

る原子力規制庁（平成 25 年（2013 年）4 月以前は文部科学省）によるモニタリング強化の

結果についての取りまとめや関係各省庁の役割分担について示している。この中で、原子力

規制庁の役割の 1 つとして、「必要に応じて、日本原子力研究開発機構等に大気浮遊じん等の

放射能の測定を依頼するなど、モニタリング強化への協力を要請するものとする。」と規定さ

れている。 
平成 18 年（2006 年）10 月から平成 29 年（2017 年）9 月まで北朝鮮によって 6 回の地下

核実験が実施されたが、これら地下核実験の都度に放射能対策連絡会議またはその幹事会が

招集され、上記の「モニタリング強化」の取決めに従って「当面の対応措置」が議論・決定さ

れた 14)-20)。地下核実験の場合は、一般的に放射性物質が大気中に放出されることは想定され

ないが、我が国として万全を期す観点から、モニタリングの強化、関係各国等からの情報収

集、広報体制の強化といった措置が講じられた。 
モニタリングの強化のうち、防衛省による航空自衛隊機を用いた高空の大気浮遊じん等の

採取・測定では、試料採取の大凡の領域と高度を決めるため、「モニタリング実施の参考情報
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として、（国研）日本原子力研究開発機構において、単位量の放射性物質の放出を仮定した拡

散計算を行う。」とされた。6 回の地下核実験のうち、平成 25 年（2013 年）2 月に実施され

た 3 回目の地下核実験以降、大気拡散予測計算の実施とその位置付けが「当面の対応措置」

に明記された。原子力機構で実施された大気拡散予測計算の結果は原子力規制庁（3 回目は

文部科学省）に提出され、同庁においてまとめられた各種のモニタリング結果とともに原子

力規制庁（3 回目は文部科学省）のホームページ（以下、HP という）を通じて毎日公開され

た。 
 

(2) 原子力機構における対応 
平成 18 年（2006 年）10 月から平成 29 年（2017 年）9 月まで北朝鮮によって 6 回の地下

核実験が実施されたが、原子力機構は原子力規制庁または文部科学省から、「モニタリング強

化」の取決めに記述された環境試料の採取・分析や空間放射線量率の測定を要請されたこと

はこれまでない。一方、1 回目と 4 回目の地下核実験を除いて、原子力規制庁または文部科

学省から、放射性物質の一定単位放出率（1 Bq/h）を仮定した大気拡散予測計算を実施する

ことを要請された。それぞれの地下核実験対応において、予測計算の実施は地下核実験実施

日から開始され、放射能対策連絡会議による「当面の対応措置」が解除され平常体制に戻る

まで、1 週間から 10 日間程度継続された。 
平成 21 年（2009 年）5 月に、北朝鮮による 2 回目の地下核実験が実施された際、文部科

学省からの要請により、WSPEEDI-II を用いて放射性物質の大気拡散予測計算を実施し、文

部科学省に予測結果を提出した。予測結果は文部科学省の HP を通じて毎日公開された 21)。

2 回目の地下核実験では基礎工部門が単独で対応に当った。原子力機構では、平成 24 年（2012
年）4 月より、文部科学省からの計算依頼の受信後、土休日を含め 2 時間以内に予測結果を

提供することが可能な体制を構築し、平成 25 年（2013 年）3 月までの約 11 ヶ月に渡って維

持した 22)。 
上記の体制構築の当初では、文部科学省からの大気拡散予測計算の要請に対して、担当者

が WSPEEDI-II を使用して手動で予測計算を実施した。しかし、地下核実験対応をより短期

間で効率的に実施し、かつ担当者の負担を軽減するため、基礎工部門では北朝鮮地下核実験

対応に特化した WSPEEDI-II 自動計算システムを開発した。このシステムでは、それまでの

北朝鮮地下核実験対応の経験に基づいて、計算領域、計算条件、入力パラメータ、出力パタ

ーン等が予め最適化・設定されている。自動計算システムでは、毎正時を放出開始とした 24
時間放出を想定した予測計算を定期的に実行し、必要な予測結果図を作成しておくことによ

り、地下核実験が実施された場合には迅速に予測結果をまとめた資料を作成することができ

る。 
平成 25 年（2013 年）2 月に、北朝鮮が 3 回目の地下核実験を実施した際、文部科学省か

らの要請により、WSPEEDI-II 自動計算システムを用いて放射性物質の大気拡散予測計算を

実施し、文部科学省に予測結果を提出した。予測結果は文部科学省の HP を通じて毎日公開

された 23)。3 回目の地下核実験においては支援・研修センターと基礎工部門が協力・連携し

て対応した。 
平成 25 年（2013 年）4 月に北朝鮮核実験対応が文部科学省から原子力規制庁へ移管され

た後、WSPEEDI-II による放射性物質の大気拡散予測計算は、（公益財団法人）原子力安全技
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2. 北朝鮮による地下核実験対応の経緯と体制 
 
2.1 我が国及び原子力機構における対応 

(1) 我が国における対応 
我が国において、原子力施設等における災害や放射性物質に係る災害が発生した場合には、

その発災原因に応じて、災対法、「防災基本計画」7)、事態対処法及び「武力攻撃事態等にお

ける国民の保護のための措置に関する法律（以下、国民保護法という）」8)に基づいた対応が

なされる。原子力機構は災対法及び事態対処法において指定公共機関に指定されており、こ

れらの災害が発生した際は、国や地方公共団体の要請に応じて、緊急時モニタリング等の各

種の支援活動を行う。 
一方、国外で発生した原子力事故等への対応については、前述の法律には明確に記載され

ておらず、広く緊急事態全般を対象とした「緊急事態に対する政府の初動対処体制について」9)

に基づき、官邸対策室の設置や緊急参集チームの召集が行われる。特に、放射性物質の影響

が想定される事象については、内閣官房副長官を議長とする放射能対策連絡会議による対応

が実施される。なお、国外の原子力事故等における発災国への支援については、国際原子力

機関（IAEA）の緊急時対応援助ネットワーク（RANET：Response and Assistance Network）10)

に基づき、原子力機構等の事前に登録された機関が対応する。 
また放射能対策連絡会議は、「放射能対策連絡会議の設置について」11)に基づいて内閣官房

に設置される。同会議は、「国外における原子力関係事象発生時の対応要領」12)を定めている。

この中で、対象とする国外の原子力関係事象として、緊急事態に至らない場合も含め、「国外

で発生する原子力関係事象であって、我が国に放射性物質または放射線による周辺環境への

影響または社会的影響を及ぼすおそれのあるもの」と規定している。これらの事象について、

放射能（線）測定・分析の充実（特にモニタリングの強化）、人体に対する影響に関する研究

の強化、放射能に対する報道・勧告・指導、その他放射能対策に係る諸問題に関して、関係

機関の相互の連絡・調整を緊密に行うこととしている。 
上記対応のうち、モニタリングの強化については、「国外における原子力関係事象発生時の

「モニタリング強化」の実施について」13)を別途定め、放射能対策連絡会議の構成省庁であ

る原子力規制庁（平成 25 年（2013 年）4 月以前は文部科学省）によるモニタリング強化の

結果についての取りまとめや関係各省庁の役割分担について示している。この中で、原子力

規制庁の役割の 1 つとして、「必要に応じて、日本原子力研究開発機構等に大気浮遊じん等の

放射能の測定を依頼するなど、モニタリング強化への協力を要請するものとする。」と規定さ

れている。 
平成 18 年（2006 年）10 月から平成 29 年（2017 年）9 月まで北朝鮮によって 6 回の地下

核実験が実施されたが、これら地下核実験の都度に放射能対策連絡会議またはその幹事会が

招集され、上記の「モニタリング強化」の取決めに従って「当面の対応措置」が議論・決定さ

れた 14)-20)。地下核実験の場合は、一般的に放射性物質が大気中に放出されることは想定され

ないが、我が国として万全を期す観点から、モニタリングの強化、関係各国等からの情報収

集、広報体制の強化といった措置が講じられた。 
モニタリングの強化のうち、防衛省による航空自衛隊機を用いた高空の大気浮遊じん等の

採取・測定では、試料採取の大凡の領域と高度を決めるため、「モニタリング実施の参考情報
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術センター（以下、原安技センターという）への委託となり、基礎工部門の協力の下で同セ

ンターに WSPEEDI-II の運用体制を構築した。その際、それまでの北朝鮮核実験対応への原

子力機構の貢献に対して原子力規制庁から「感謝状」が送られ（平成 26 年（2014 年）4 月

25 日付）、以後の北朝鮮核実験対応に対する原子力機構の関与・協力は一旦なくなった。4 回

目の地下核実験では、原子力規制庁からの委託により原安技センターが対応した。 
平成 28 年（2016 年）1 月末に原子力規制庁が原安技センターへの委託を終了したため、

以降の北朝鮮核実験実施に際しては、原子力規制庁からの依頼文書（平成 28 年（2016 年）

4 月 25 日付）に基づいて支援・研修センターが再び対応することとなり、本対応の位置付け

を再確認するとともに対応体制を再構築した。支援・研修センターでは、原子力規制庁から

大気拡散予測計算の緊急要請を受けた際には、国内における原子力緊急事態に関する指定公

共機関としての初動対応を定めた「原子力緊急事態及び武力攻撃事態等における初動対応」

に準じて対応することとした。気象庁が地震波から推定した地下核実験の実施日時と実施地

点を原子力規制庁から受信した後、北朝鮮地下核実験対応に特化するために計算条件や出力

パターン等が予め最適化・設定されている WSPEEDI-II 自動計算システムを用いて放射性物

質の大気拡散予測計算を実施する。地下核実験対応には迅速性と正確性が求められるため、

支援・研修センターでは、担当者全員が迅速かつ正確に対応できるように、報告書を自動で

作成するための「報告資料作成ツール」と、地下核実験実施翌日以降の計算条件に切替える

ための「計算モード切替ツール」という 2 つの支援ツールを別途開発した（詳細は 2.2 で記

述）。 
北朝鮮による 5 回目（平成 28 年（2016 年）9 月）及び 6 回目（平成 29 年（2017 年）9

月）の地下核実験が実施された際、支援・研修センターでは基礎工センターの協力の下、

WSPEEDI-II 自動計算システムを用いて放射性物質の大気拡散予測計算を実施し、迅速な提

供が求められる状況で原子力規制庁が要請する期限内に原子力規制庁に予測結果を提出した 24)。

これら対応の際には、先述した 2 つの支援ツールも使用した。予測結果は原子力規制庁の HP
を通じて毎日公開された 25),26)。 

その後、原科研に設置されていた WSPEEDI-II 自動計算システムにいくつかの保守及び運

用上の問題が生じたため、原子力規制庁からの要請に応じて、平成 30 年度（2018 年度）か

ら令和元年度（2019 年度）にかけて自動計算システムを支援・研修センターに移管して整備

する作業を実施した（詳細は 3 章で記述）。これにより、自動計算システムに生じた諸問題は

すべて解決された。新たな対応体制が構築されたことを機に、北朝鮮地下核実験対応に対す

る原子力規制庁から新たな依頼文書（令和元年（2019 年）6 月 7 日付）が支援・研修センタ

ーに送付された。以降は、その依頼文書に従って地下核実験の準備と対応を行うこととなっ

た。 
  
2.2 WSPEEDI-II 自動計算システムと支援ツールの構成 

(1) WSPEEDI-II の概要 
昭和 61 年（1986 年）に発生したチェルノブイリ原子力発電所事故（旧ソビエト連邦：現

ウクライナ）を契機に、国境を越えて広範囲に拡がる放射性物質の大気拡散を迅速に予測す

る必要性が認識されるようになり、日本原子力研究所（以下、原研という：原子力機構の前

身組織）では、世界の任意地点における原子力施設等の事故に対応可能な世界版緊急時環境
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線量情報予測システム WSPEEDI の開発を開始し、平成 9 年（1997 年）にそのシステム第

1 版（WSPEEDI-I）を完成させた。その後原研では、WSPEEDI-I において明らかとなった

いくつかの課題を解決するための研究が進められ、原子力機構となった後の平成 21 年（2009
年）2 月にそのシステム第 2 版（WSPEEDI-II）を完成させた 3)-6)。 

WSPEEDI-II の構成と計算モデルを図 2-1 に示す。WSPEEDI-II は、大気力学モデルとし

て米国ペンシルバニア州立大学（PSU）及び米国大気研究センター（NCAR）で開発された

MM5 27)が導入された。また、大気拡散モデルとして原研で開発されて WSPEEDI-I で採用

された GERAN 28)を MM5 の出力に対応できるよう改良したモデルが導入された。大気力学

モデルMM5で実施される 3次元気象場計算では雲生成過程や降水過程等が詳細に考慮され、

より高精度な乱流拡散や湿性沈着が計算できる。局地的な大気拡散予測計算における課題は、

MM5 及び改良版 GEARN に実装されているネスティング機能により解決された。ネスティ

ング機能では、低解像度の広域計算領域の中に高解像度の局地計算領域を入れ子状に設定し、

領域間の気象計算及び放射性物質の流出入の整合性を考慮して計算する。これにより、局地

的な領域における大気拡散予測計算の精度を向上させるだけでなく、計算コストを削減する

ことで迅速な大気拡散予測計算が可能となった。また WSPEEDI-II ではモニタリングポスト

情報から放出源の推定が可能であり、放出点、放出開始時刻、放出継続時間及び放出量とい

う 4 つの放出条件を推定対象としている。その他、国外システムとの間で予測結果の比較検

討ができる国際予測情報交換機能、MM5 の初期・境界条件として使用される気象庁の全球数

値予報データ（GPV データ：Grid Point Value）29)をデータ配信機関から WSPEEDI-II に自

動転送する機能、Web ベースのグラフィカルユーザーインターフェイス（GUI）によるシス

テム操作機能などが実装され、より利便性の高いシステムとなった。出力機能については、

大気中濃度（Bq/m3）、地表沈着量（Bq/m2）、空気吸収線量率（μGy/h）、外部被ばく線量（mSv）、
吸入摂取による内部被ばく線量（mSv）について計算結果を描画出力することができ、出力

時間間隔は任意に設定できる。 
WSPEEDI-II は、欧州における広域野外大気拡散実験データやチェルノブイリ原子力発電

所事故時の 137Cs データを用いたモデル検証等により、WSPEEDI-I と比較して高解像度化

による精度向上や高度な物理過程の考慮による再現性の向上が実証されており、東京電力福

島第一原子力発電所事故（以下、福島第一原発事故という）の大気拡散解析や、北朝鮮地下

核実験の大気拡散予測等で使用された実績がある。また、中国大陸から下層ジェット気流に

より日本に輸送されるイネウンカ類と呼ばれる害虫の飛来予測にも適用されており、原子力

以外の分野においても実績を残している 30)。 
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術センター（以下、原安技センターという）への委託となり、基礎工部門の協力の下で同セ

ンターに WSPEEDI-II の運用体制を構築した。その際、それまでの北朝鮮核実験対応への原

子力機構の貢献に対して原子力規制庁から「感謝状」が送られ（平成 26 年（2014 年）4 月

25 日付）、以後の北朝鮮核実験対応に対する原子力機構の関与・協力は一旦なくなった。4 回
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平成 28 年（2016 年）1 月末に原子力規制庁が原安技センターへの委託を終了したため、

以降の北朝鮮核実験実施に際しては、原子力規制庁からの依頼文書（平成 28 年（2016 年）
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を再確認するとともに対応体制を再構築した。支援・研修センターでは、原子力規制庁から

大気拡散予測計算の緊急要請を受けた際には、国内における原子力緊急事態に関する指定公

共機関としての初動対応を定めた「原子力緊急事態及び武力攻撃事態等における初動対応」

に準じて対応することとした。気象庁が地震波から推定した地下核実験の実施日時と実施地

点を原子力規制庁から受信した後、北朝鮮地下核実験対応に特化するために計算条件や出力

パターン等が予め最適化・設定されている WSPEEDI-II 自動計算システムを用いて放射性物

質の大気拡散予測計算を実施する。地下核実験対応には迅速性と正確性が求められるため、

支援・研修センターでは、担当者全員が迅速かつ正確に対応できるように、報告書を自動で

作成するための「報告資料作成ツール」と、地下核実験実施翌日以降の計算条件に切替える

ための「計算モード切替ツール」という 2 つの支援ツールを別途開発した（詳細は 2.2 で記

述）。 
北朝鮮による 5 回目（平成 28 年（2016 年）9 月）及び 6 回目（平成 29 年（2017 年）9

月）の地下核実験が実施された際、支援・研修センターでは基礎工センターの協力の下、

WSPEEDI-II 自動計算システムを用いて放射性物質の大気拡散予測計算を実施し、迅速な提

供が求められる状況で原子力規制庁が要請する期限内に原子力規制庁に予測結果を提出した 24)。

これら対応の際には、先述した 2 つの支援ツールも使用した。予測結果は原子力規制庁の HP
を通じて毎日公開された 25),26)。 

その後、原科研に設置されていた WSPEEDI-II 自動計算システムにいくつかの保守及び運

用上の問題が生じたため、原子力規制庁からの要請に応じて、平成 30 年度（2018 年度）か

ら令和元年度（2019 年度）にかけて自動計算システムを支援・研修センターに移管して整備

する作業を実施した（詳細は 3 章で記述）。これにより、自動計算システムに生じた諸問題は

すべて解決された。新たな対応体制が構築されたことを機に、北朝鮮地下核実験対応に対す

る原子力規制庁から新たな依頼文書（令和元年（2019 年）6 月 7 日付）が支援・研修センタ

ーに送付された。以降は、その依頼文書に従って地下核実験の準備と対応を行うこととなっ

た。 
  
2.2 WSPEEDI-II 自動計算システムと支援ツールの構成 

(1) WSPEEDI-II の概要 
昭和 61 年（1986 年）に発生したチェルノブイリ原子力発電所事故（旧ソビエト連邦：現

ウクライナ）を契機に、国境を越えて広範囲に拡がる放射性物質の大気拡散を迅速に予測す

る必要性が認識されるようになり、日本原子力研究所（以下、原研という：原子力機構の前

身組織）では、世界の任意地点における原子力施設等の事故に対応可能な世界版緊急時環境
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図 2-1 WSPEEDI-II の構成と計算モデル 
 
 

(2) WSPEEDI-II 自動計算システムの開発経緯と概要 
北朝鮮による地下核実験対応の体制を構築した当初は、WSPEEDI-II に計算領域、気象条

件、放出条件、出力パターン等を手動で設定し、大気拡散予測計算を実施していた。しかし、

不測のタイミングで実施される地下核実験の突発性や、10 日前後に渡る対応の継続性を考慮

し、基礎工部門では北朝鮮地下核実験対応に特化したシステムとして、WSPEEDI-II 自動計

算システムを開発した。本節では、自動計算システムの概要とシステムに設定されている計

算条件について記述する。 
WSPEEDI-II 自動計算システムでは、主に文部科学省と原子力機構の協議の下、これまで

の北朝鮮地下核実験対応の経験に基づいて、地下核実験時の放射性物質の大気拡散状況を把

握するために最適と考えられる計算条件が予め設定されている。計算条件の中でも、計算領

域や放出核種のように基本的に毎回の地下核実験対応において固定的な計算条件と、放出位

置や放出開始時刻のように可変的な計算条件がある。固定的な計算条件は自動計算システム

内で自動設定されており、可変的な計算条件は担当者によって必要に応じて変更可能となっ
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ている。 
北朝鮮地下核実験における放射性物質の大気拡散予測計算の内容を表 2-1 にまとめた。計

算条件の設定理由について下記に示す 22),24)。 
 

① 放出位置 
放出位置は、地下核実験場が建設されている北朝鮮北東部の豊渓里（プンゲリ：北緯 41.3

度、東経 129.2 度）として大気拡散予測計算を実施した。放出点座標の詳細は原子力規制

庁から送付される要請文書に記載されており、気象庁が観測した地震波の震源情報に基づ

いて決定される。放出位置が事前設定と異なる場合は、担当者によって WSPEEDI-II 自動

計算システムの設定を必要に応じて変更する。 
 

② 放出高度 
地下核実験場から放射性物質が漏れ出す場合、地表から放出されると想定できる。その

ため、WSPEEDI-II 自動計算システムでは、放出高度を地上高さ 1 m（鉛直座標系では地

表と同等）に設定した。 
 

③ 計算範囲 
大気拡散予測計算の範囲は、豊渓里にある地下核実験場から放出された放射性物質によ

る日本への影響範囲を確認できるように、日本全域及び放出位置にあたる北朝鮮を含む

3,000 km 四方に設定した。 
 

④ 水平格子数及び水平解像度 
WSPEEDI-II では、計算領域を格子で分割し各格子について大気拡散予測計算を行って

おり、格子数が多いほど計算時間が長くなる。WSPEEDI-II 自動計算システムでは、計算

精度と計算時間を考慮し、水平格子数を 150×150、水平解像度を 20 km に設定した。 
 

⑤ 対象核種 
対象核種は、131I（ヨウ素 131）、133Xe（キセノン 133）及び 137Cs（セシウム 137）の 3

核種の放出を想定した。希ガスである 133Xeは地下核実験時に放出されやすい核種であり、

降水による湿性沈着がないことから、他の核種に比べて大気拡散範囲が広くなると予想さ

れ、航空機モニタリングの実施場所の選定に適していると考えられる。131I 及び 137Cs につ

いては、原子力規制庁が実施する地上での大気浮遊じんの採取における核種分析の対象で

ある。 
 

⑥ 放出量 
地下核実験により放出される放射性物質の量を推定することは困難であるため、一定単

位放出率（1 Bq/h）を仮定した。 
 

⑦ 出力高度 
大気拡散予測結果の出力高度は、地上、上空 1,000 m、上空 2,000 m 及び上空 3,000 m
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の 4 高度とした。地上については、地上での大気浮遊じん等の採取・測定の参考情報とし

て設定した。上空 1,000 m 及び上空 2,000 m については、鉛直方向における放射性プルー

ムの動きを確認できるように設定した。上空 3,000 m については、過去に実施した大気拡

散予測計算において、放射性物質の到達高度が上空 3,000 m 程度であったことから、出力

高度を上空 3,000 m に設定した。 
 

⑧ 放出開始時刻及び放出継続時間 
放出開始時刻及び放出継続時間は、過去の計算条件を参考に設定した。初日は、地下核

実験実施時刻に近い正時を放出開始時刻としており、その後 24 時間放射性物質の放出が

継続するという仮定の下で大気拡散予測計算を実施した。正式な地下核実験実施時刻は、

地下核実験後に原子力規制庁から送付される要請文書に記述されており、気象庁が地震波

を観測した時刻に基づいて推定している。2 日目は、初日に設定した放出開始時刻及び地

下核実験実施 2 日目の 0 時を放出開始時刻とした 2 ケースを想定し、それぞれ 24 時間放

出として大気拡散予測計算を実施した。3 日目以降については、計算実施日の前日 0 時及

び計算実施日 0 時を放出開始時刻とした 2 ケースを想定し、いずれも 24 時間放出とした。

これは地下核実験が実施されてしばらく時間が経過した後に、放射性物質が漏れ出すこと

を考慮したためである。 
 

⑨ 出力時刻 
大気拡散予測結果の出力は、過去の出力方法を参考にして、放射性プルームの動きを確

認できる 3 時間間隔に設定した。出力時刻は、計算実施日の翌日 9 時、12 時、15 時及び

18 時の 4 時刻とした。以前は、地下核実験実施日において上記の出力に加え、地下核実験

実施当日における放出開始時刻の 3 時間後、6 時間後、9 時間後及び 12 時間後について出

力していたが、地下核実験実施当日に大気拡散予測結果を航空自衛隊機の航空ルートの参

考資料とすることは難しいため、現在は上記の出力のみとしている。 
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表 2-1 北朝鮮地下核実験における放射性物質の大気拡散予測計算の内容 
 

計算 
実施日 

対象核種 放出時間※1 出力結果※2 
出力
結果
数 

初日 

131I 
133Xe 
137Cs 

<3 パターン> 

計算開始時刻から 
24 時間後まで 

2 日目の 
9、12、15、18

時 
<4 パターン> 

地上 
上空 1,000 m 
上空 2,000 m 
上空 3,000 m 
<4 パターン> 

48 

2 日目 

131I 
133Xe 
137Cs 

<3 パターン> 

初日の計算開始時刻

から 24 時間後まで
3 日目の 

9、12、15、18
時 

<4 パターン> 

地上 
上空 1,000 m 
上空 2,000 m 
上空 3,000 m 
<4 パターン> 

48 

2 日目の 0 時から 
同日の 24 時まで 

48 

3 日目 
以降 

131I 
133Xe 
137Cs 

<3 パターン> 

計算実施前日の 
0 時から 

同日の 24 時まで 
計算実施翌日の 
9、12、15、18

時 
<4 パターン> 

地上 
上空 1,000 m 
上空 2,000 m 
上空 3,000 m 
<4 パターン> 

48 

計算実施日の 
0 時から 

同日の 24 時まで 
48 

※1 放出条件は一定単位放出率（1 Bq/h）を想定している。 
※2 出力対象は大気中の放射性物質濃度（Bq/m3）である。 

 
 

WSPEEDI-II 自動計算システムは、表 2-1 に示すように、各計算実施日によって放出時間

や出力パターンといった計算条件が異なるため、核実験実施当日用の計算モード、核実験実

施 2 日目用の計算モード、核実験実施 3 日目以降用の計算モードの 3 つの計算モードが用意

されている。これらの計算モードをそれぞれ、初日モード、2 日目モード、3 日目以降モード

という。また、核実験実施当日用の計算モードには例外として初動モードという計算モード

が用意されており、前述した可変的な計算条件の 1 つである放出位置の設定を変更し、再計

算を実施する必要がある場合に使用する。 
 

(3) 支援ツールの開発経緯と概要 
北朝鮮による地下核実験対応では、決められた時間内に大気拡散予測計算を実施して拡散
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の 4 高度とした。地上については、地上での大気浮遊じん等の採取・測定の参考情報とし
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実験実施時刻に近い正時を放出開始時刻としており、その後 24 時間放射性物質の放出が
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地下核実験後に原子力規制庁から送付される要請文書に記述されており、気象庁が地震波
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下核実験実施 2 日目の 0 時を放出開始時刻とした 2 ケースを想定し、それぞれ 24 時間放

出として大気拡散予測計算を実施した。3 日目以降については、計算実施日の前日 0 時及

び計算実施日 0 時を放出開始時刻とした 2 ケースを想定し、いずれも 24 時間放出とした。

これは地下核実験が実施されてしばらく時間が経過した後に、放射性物質が漏れ出すこと

を考慮したためである。 
 

⑨ 出力時刻 
大気拡散予測結果の出力は、過去の出力方法を参考にして、放射性プルームの動きを確

認できる 3 時間間隔に設定した。出力時刻は、計算実施日の翌日 9 時、12 時、15 時及び

18 時の 4 時刻とした。以前は、地下核実験実施日において上記の出力に加え、地下核実験

実施当日における放出開始時刻の 3 時間後、6 時間後、9 時間後及び 12 時間後について出

力していたが、地下核実験実施当日に大気拡散予測結果を航空自衛隊機の航空ルートの参

考資料とすることは難しいため、現在は上記の出力のみとしている。 
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予測図を報告資料にまとめ、支援・研修センター幹部の確認と承諾を得た上で、原子力規制

庁へ提出する必要がある。しかし報告資料を作成するためには、WSPEEDI-II 自動計算シス

テムで計算された拡散予測図を Microsoft Word®に貼付して体裁を整えるなど、多大な時間

と労力を要する。また、状況に応じて計算モードや放出条件の設定・変更が求められるが、

Linux サーバ上での操作を必要とするため、担当者全員が操作することは困難である。その

ため、支援・研修センターでは、地下核実験対応時において担当者全員が迅速かつ正確に対

応できるように、上記の対応作業を支援するツールとして、「報告資料作成ツール」と「計算

モード切替ツール」を作成した。2 種類の支援ツールについて、それらの開発経緯と機能等を

以下に記述する 24)。 
 

① 報告資料作成ツール 
平成 25 年（2013 年）2 月に実施された 3 回目の地下核実験において、支援・研修セン

ターは基礎工部門と協力・連携して、大気拡散予測計算を実施するとともに手動によって

報告資料を作成したが、作業負担や作業効率の面で課題が残されていた。手動で報告資料

を作成する場合、まず WSPEEDI-II 自動計算システムにより Web ページ上に出力された

大気拡散予測図をダウンロードして保存する。拡散予測図は指定された 4 時刻における 3
核種を対象とした 4 高度での大気中濃度を予測した図であり、報告資料 1 式につき 48 枚

にのぼる。1 ページ毎に拡散予測図を 2 枚ずつ貼付した後、拡散予測図すべてに所定のヘ

ッダーを付け、ページ下部には注釈を添える。その他、計算条件や出力内容等を記述した

表紙を作成するなど、文部科学省や原子力規制庁のプレス発表用に体裁を整える必要があ

る。報告資料の作成後には、計算条件や出力内容等の誤表記、拡散予測図の貼付に間違い

がないかを複数名でチェックする。この一連の作業を経て報告資料が完成する。これらの

作業を手動で行うのは膨大な手間と時間がかかるとともに、拡散予測図の貼付ミス等のリ

スクもあった。このため、担当者は自動計算システムの概要や拡散予測図の要請内容を熟

知している必要があり、対応できる人員は限られていた。そこで、作業の手間・時間や貼

付ミス等によるリスクを低減するために、報告資料を自動で作成するツールの開発に至っ

た。 
報告資料作成ツールは、必要な入力情報を入力することにより、WSPEEDI-II 自動計算

システムによって Web ページに出力された大気拡散予測図から必要な図のみを抽出し、体

裁を整えた報告資料を自動的に作成するツールである。報告資料作成ツールを使用するこ

とにより、拡散予測図の保存から体裁調整までを一括で自動処理することができる。手動

による作成作業と比較すると、作業工程が簡単化され作業時間も大幅に短縮される。作成

された報告資料に対して目視と手動で確認・修正が必要であるが、プログラム処理による

報告資料作成であるため、情報入力の誤りや拡散予測図が出力されている Web ページに問

題等がなければ、誤表記や誤貼付けのリスクも大幅に低減される。そのため、入力すべき

情報を把握し、報告資料作成ツールの操作方法を習得していれば、報告資料を迅速に作成

することができる。 
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3. WSPEEDI-II 自動計算システムの移管と整備 
 
3.1 自動計算システムの移管・整備の経緯 
 平成 25 年（2013 年）2 月、平成 28 年（2016 年）9 月及び平成 29 年（2017 年）9 月に北朝鮮

によって実施された 3 回目、5 回目及び 6 回目の地下核実験対応に使用された WSPEEDI-II 自動

計算システムは、支援・研修センター（茨城県ひたちなか市）ではなく、基礎工センターが所在

する原科研（茨城県東海村）に設置されていた。上述の 3 回の対応時に作動していた自動計算シ

ステムには、下記のような保守及び運用上の問題があった。 
(1) 原科研における停電時（全域及び建屋）には対応不能である。 
(2) 自動計算システムを格納・作動させているサーバが老朽化している。 
(3) 自動計算システムを常時運用する体制ではない。 
上記 (1) については、原科研では所全域及び特定建屋の計画停電（それぞれ年に 1～2 回）が

実施されるが、特別の建屋を除いて非常用発電設備が備えられていないため、停電時には対応不

能であった。一方、支援・研修センターには非常用発電設備が整備されているため、原則的には

計画的及び突発的な停電は起こらない。(2) については、WSPEEDI-II 自動計算システムを格納・

作動させている既存のサーバ機器及び汎用ソフトウェアは購入後数年が経過して老朽化している

ため、サーバ機器や汎用ソフトウェアの更新が必要であった。(3) については、自動計算システム

の開発部署である基礎工センターは研究開発組織であるため、常時保守管理が可能な運用をする

ことができなかった。 
 上記の問題を解決するため、原子力規制庁及び基礎工センターと協議した結果、WSPEEDI-II
自動計算システムを原科研から支援・研修センターへ移管して整備することが最善であると結論

された。ここでは、原科研で作動している既存の自動計算システムを単にサーバ機器ごと移動す

るのではなく、新しいサーバ機器一式を調達して支援・研修センターに設置し、必要なソフトウ

ェア一式をそれらに格納する方法を取った。移管・整備した自動計算システムを支援・研修セン

ターが保守・運用することにより、上記すべての問題を解決することができると考えられた。こ

の際、支援・研修センターにおける自動計算システムの移管・整備作業（計算機能の確認・検証

を含む）が完了するまで、原科研に設置されていた既存の自動計算システムを作動させておくこ

ととした。これにより、常時どちらかの自動計算システムが作動しているため、北朝鮮地下核実

験対応は間断なく実施することができる体制とした。 
 WSPEEDI-II 自動計算システムを支援・研修センターに設置して作動させるためには、気象デ

ータである GPV データを一般財団法人気象業務支援センターから毎日オンラインで直接取得す

るネットワークを支援・研修センターに新たに構築する必要があった。また、新規に構築する自

動計算システムでは、当時作動していた自動計算システムを構成するサーバ機器、ソフトウェア

及びネットワークの構成要素と仕様を踏襲することを基本とするが、必要または適切な場合には

最新のものを導入・整備することとした。 
 支援・研修センターに新たに整備する WSPEEDI-II 自動計算システムの構成について、原子力

規制庁及び原子力機構内の関係部署（基礎工センター及びシステム計算科学センター）と事前に

協議した。決定した自動計算システム及びネットワークの論理構成及び物理構成をそれぞれ図 3-
1 及び図 3-2 に示す。また、自動計算システムの移管・整備作業は、基礎工センター及びシステ

ム計算科学センターとその都度協議して協力や助言を得ながら進めた。 
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図 3-1 WSPEEDI-II 自動計算システム及びネットワークの論理構成 
（put：接続元のサーバから接続先にデータを転送するコマンド、 

rsync コマンド：接続元と接続先のフォルダ間でファイルの同期を行う 
ソフトウェア（rsync）のコマンド） 

原子力機構系

JAEA-Technology 2021-013 

- 12 - 

3. WSPEEDI-II 自動計算システムの移管と整備 
 
3.1 自動計算システムの移管・整備の経緯 
 平成 25 年（2013 年）2 月、平成 28 年（2016 年）9 月及び平成 29 年（2017 年）9 月に北朝鮮

によって実施された 3 回目、5 回目及び 6 回目の地下核実験対応に使用された WSPEEDI-II 自動

計算システムは、支援・研修センター（茨城県ひたちなか市）ではなく、基礎工センターが所在

する原科研（茨城県東海村）に設置されていた。上述の 3 回の対応時に作動していた自動計算シ

ステムには、下記のような保守及び運用上の問題があった。 
(1) 原科研における停電時（全域及び建屋）には対応不能である。 
(2) 自動計算システムを格納・作動させているサーバが老朽化している。 
(3) 自動計算システムを常時運用する体制ではない。 
上記 (1) については、原科研では所全域及び特定建屋の計画停電（それぞれ年に 1～2 回）が

実施されるが、特別の建屋を除いて非常用発電設備が備えられていないため、停電時には対応不

能であった。一方、支援・研修センターには非常用発電設備が整備されているため、原則的には

計画的及び突発的な停電は起こらない。(2) については、WSPEEDI-II 自動計算システムを格納・

作動させている既存のサーバ機器及び汎用ソフトウェアは購入後数年が経過して老朽化している

ため、サーバ機器や汎用ソフトウェアの更新が必要であった。(3) については、自動計算システム

の開発部署である基礎工センターは研究開発組織であるため、常時保守管理が可能な運用をする

ことができなかった。 
 上記の問題を解決するため、原子力規制庁及び基礎工センターと協議した結果、WSPEEDI-II
自動計算システムを原科研から支援・研修センターへ移管して整備することが最善であると結論

された。ここでは、原科研で作動している既存の自動計算システムを単にサーバ機器ごと移動す

るのではなく、新しいサーバ機器一式を調達して支援・研修センターに設置し、必要なソフトウ

ェア一式をそれらに格納する方法を取った。移管・整備した自動計算システムを支援・研修セン

ターが保守・運用することにより、上記すべての問題を解決することができると考えられた。こ

の際、支援・研修センターにおける自動計算システムの移管・整備作業（計算機能の確認・検証

を含む）が完了するまで、原科研に設置されていた既存の自動計算システムを作動させておくこ

ととした。これにより、常時どちらかの自動計算システムが作動しているため、北朝鮮地下核実

験対応は間断なく実施することができる体制とした。 
 WSPEEDI-II 自動計算システムを支援・研修センターに設置して作動させるためには、気象デ

ータである GPV データを（一般財団法人）気象業務支援センターから毎日オンラインで直接取得

するネットワークを支援・研修センターに新たに構築する必要があった。また、新規に構築する

自動計算システムでは、当時作動していた自動計算システムを構成するサーバ機器、ソフトウェ

ア及びネットワークの構成要素と仕様を踏襲することを基本とするが、必要または適切な場合に

は最新のものを導入・整備することとした。 
 支援・研修センターに新たに整備する WSPEEDI-II 自動計算システムの構成について、原子力

規制庁及び原子力機構内の関係部署（基礎工センター及びシステム計算科学センター）と事前に

協議した。決定した自動計算システム及びネットワークの論理構成及び物理構成をそれぞれ図 3-
1 及び図 3-2 に示す。また、自動計算システムの移管・整備作業は、基礎工センター及びシステ

ム計算科学センターとその都度協議して協力や助言を得ながら進めた。 

JAEA-Technology 2021-013

- 13 -



JAEA-Technology 2021-013 

- 14 - 

 
 

図 3-2 WSPEEDI-II 自動計算システム及びネットワークの物理構成 
 
 
3.2 自動計算システムを構成するサーバ機器とソフトウェアの整備 
 図 3-2 の物理構成図に示すように、WSPEEDI-II 自動計算システム及びネットワークを構成す

る機器として、サーバ 2 台（自動計算用（以下、自動計算サーバという）、気象データ受信用（以

下、FTP1サーバという））、気象データストレージ 1 台、そして、外部機関と接続可能なネットワ

ークに接続するための VPN2ルータを必要とした。サーバ 2 台にはレンタルサーバを用い、気象

データストレージには支援・研修センターに既存のものを使用、VPN ルータはシステム計算科学

センター所有のものを借用した。レンタルサーバのうち自動計算サーバの処理能力については、

基礎工センターの自動計算サーバを参考に、CPU3はコア数 8、クロック周波数 2.1 GHz を 2 つ、

メモリは合計 32 GB（16 GB を 2 つ）を実装した。また、システム運用のための冗長性を高める

 
1 FTP：（File Transfer Protocol）サーバ等の機器同士でファイル転送を行うための通信方法の 

一つ。 
2 VPN：（Virtual Private Network）インターネット上に仮想的な専用回線を作成し、特定のサー

バ同士で通信を行う技術。 
3 CPU：（Central Processing Unit）コンピュータの演算処理や制御を行う処理装置。 

コア数は CPU の中に組み込まれている実際に処理を行う装置の数、クロック周波数は

処理を行う速度を表す。 

JAEA-Technology 2021-013

- 14 -



JAEA-Technology 2021-013 

- 15 - 

ため RAID54を設定した。 
本作業でレンタルしたサーバはハードウェアのみであるため、OS（オペレーティング・システ

ム）、セキュリティ対策ソフト、そして自動計算サーバの場合には WSPEEDI-II 自動計算システ

ムの構築に必要となるソフトウェアやパッケージ5の順にインストールを行った。自動計算サーバ

及びFTPサーバのOSには、当時CentOS6シリーズで最新版であったCentOS6.10を使用した。

ウィルス対策ソフトには、システム計算科学センターが管理している McAfee®をインストールし

た。パッケージ管理ツール6からインストールできるパッケージは、パッケージ管理ツール用いて

インストールを行った。ただし、パッケージのバージョンの合わないものについては手動にてイ

ンストールを行った。FTP サーバにインストールしたパッケージを表 3-1 に示す。インストール

後 vsftpd と rsyncd サービスを起動し、気象業務支援センターからのアクセス及び自動計算サー

バからのアクセスを受けられるようにした。また、後述するネットワーク上のファイアウォール

の他に、IP アドレス、ポート番号、通信方法（ftp、rsync 等）により、アクセス制限を設定して

サーバの安全性を高めた。自動計算サーバにインストールしたパッケージの一部を表 3-2 に示す。

また、コンパイラにはインテルコンパイラを購入しインストールをした。WSPEEDI-II 自動計算

システムについては、基礎工センターの自動計算システムのバックアップデータから構築をした。

バックアップデータを展開したフォルダ構成を図 3-3、各フォルダの役割を表 3-3 に示す。展開し
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4 RAID5：複数のハードディスクを一つのハードディスクとして認識させて冗長化を図る技術を
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6 パッケージ管理ツール：パッケージのインストールやアンインストールを行うツール。パッケ
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yum や dnf など種類が存在する。 

7 パス：サーバ上でファイルやフォルダの置いている場所までの道筋のこと。 
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図 3-2 WSPEEDI-II 自動計算システム及びネットワークの物理構成 
 
 
3.2 自動計算システムを構成するサーバ機器とソフトウェアの整備 
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下、FTP1サーバという））、気象データストレージ 1 台、そして、外部機関と接続可能なネットワ

ークに接続するための VPN2ルータを必要とした。サーバ 2 台にはレンタルサーバを用い、気象

データストレージには支援・研修センターに既存のものを使用、VPN ルータはシステム計算科学

センター所有のものを借用した。レンタルサーバのうち自動計算サーバの処理能力については、

基礎工センターの自動計算サーバを参考に、CPU3はコア数 8、クロック周波数 2.1 GHz を 2 つ、

メモリは合計 32 GB（16 GB を 2 つ）を実装した。また、システム運用のための冗長性を高める

 
1 FTP：（File Transfer Protocol）サーバ等の機器同士でファイル転送を行うための通信方法の

一つ。 
2 VPN：（Virtual Private Network）インターネット上に仮想的な専用回線を作成し、特定のサ

ーバ同士で通信を行う技術。 
3 CPU：（Central Processing Unit）コンピュータの演算処理や制御を行う処理装置。 

コア数は CPU の中に組み込まれている実際に処理を行う装置の数、クロック周波数

は処理を行う速度を表す。 
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表 3-1 FTP サーバのインストールパッケージ 
 

パッケージ名 機能 

vsftp 

FTP 通信を使用して安全にデータの転送を行うサーバ

を構築するためのソフトウェア。 
接続先になるサーバは vsftpd サービスを起動して接続

可能な状態にしておく必要がある。 

rsync 

接続元と接続先のサーバ及びファイルやフォルダの同

期を行うソフトウェア。 
接続先になるサーバは rsyncd サービスを起動して同期

可能な状態にしておく必要がある。 
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表 3-2 自動計算サーバのインストールパッケージ（一部） 
 

パッケージ名 機能 

GMT マップ図を作成するソフトウェア。 

Open MPI 
計算等の処理を並列で行うためのソフトウェア。 
手動でインストールする。 

rsync 
接続元と接続先のフォルダ間でファイルの同期を行

うソフトウェア。 

NetCDF 
NetCDF 形式ファイルを読み書きするために使用す

るプログラム。 

ImageMagick 画像の加工を行うためのソフトウェア。 

Expect 
プログラムとのやりとりを自動化するソフトウェ

ア。 

httpd Web サーバを作成するためのソフトウェア。 

tcl 
プログラミング言語の一つ。 
tk と組み合わせて GUI ツールの作成ができる。 

tk GUI を作成するための部品の集まり。 

GCC 
C、C++、fortran 等複数のプログラミング言語のコ

ンパイラ及びそのライブラリを集めたパッケージ。 

GDAL 地理空間データの変換用ライブラリ。 
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図 3-3 WSPEEDI-II 自動計算システムのフォルダの構成 

  

JAEA-Technology 2021-013

- 18 -



JAEA-Technology 2021-013 

- 19 - 

表 3-3 WSPEEDI-II 自動計算システムの各フォルダの役割 31) 
 

フォルダ名 役割 

FORCAST 各計算日毎に GEARN と MM5 の計算結果を格納する。 

GEARN 大気拡散モデル GEARN により放射性核種の拡散計算を行う。 

GPV 入力気象データ（GPV データ）を格納する。 

HTML 
計算結果を Web 表示するための HTML ファイルと図形ファイルを格納す

る。 

INTERPF 
REGRID の気象データから鉛直方向に内挿した気象データを作成する。 
（MM5 で使用する。） 

logs システムのログファイルを格納する。 

MM5 
INTERPF の気象データを用いて大気力学モデル MM5 により気象場を計

算する。 
（GEARN で放射性核種の拡散計算に使用する。） 

REGRID 
GPV データから水平方向に内挿した気象データを作成する。 
（INTERPF で使用する。） 

SHELL 自動計算システムを動かすシェルスクリプトを格納する。 

TERRAIN 
計算に使用する地形データを格納する。 
本計算においては、計算領域の変更がないため、地形データ作成用のプロ

グラムは格納せず、作成された地形データファイルのみ格納している。 

TMPL システム処理中に使用するテンプレートファイルを格納する。 

UTIL ソフトウェアとインストール用のシェルスクリプトを格納する。 
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図 3-3 WSPEEDI-II 自動計算システムのフォルダの構成 
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3.3 気象データ取得のためのネットワークの構築 
 気象データ（GPV データ）は、毎日オンラインで気象業務支援センターから配信先となるサー

バ（FTP サーバ）に配信される。そのため、FTP サーバは外部機関からアクセス可能である必要

がある。原子力機構内ネットワークの情報セキュリティの確保の観点から、当該サーバのネット

ワークは原子力機構内ネットワーク内ではなく DMZ8上に作成され、ファイアウォールに IP アド

レス、ポート番号、通信方法（ftp、rsync 等）による制限を設ける必要がある。FTP サーバにお

ける DMZ の構成を図 3-4 に示す。システム計算科学センターと協議し、当該サーバのネットワ

ークはシステム計算科学センターの管理する DMZ 上に構築した。 
外部機関からのアクセスは、原子力機構系ファイアウォールによって振り分けられ、システム

計算科学センターの管理する DMZ 上の各サーバに送られる。しかし、当時の支援・研修センタ

ーには DMZ が存在しなかった。そこで、システム計算科学センターの協力のもと支援・研修セ

ンターに VPN ルータを設置し、システム計算科学センターに設置している VPN ルータと接続す

ることで広域イーサネット上に仮想的な DMZ 専用回線を構築した。 
 WSPEEDI-II 自動計算システムの運用を開始後、気象業務支援センターから配信されたデータ

が受信できないという問題が発生した。原因は、支援・研修センターで使用している広域イーサ

ネット回線の性能では、気象データの配信と支援・研修センター内で使用している多数の PC の

Windows の定期的なアップデートが重なった場合に、処理が間に合わなくなってしまうことだっ

た。気象データは、1 日 132 個のファイルが 5 回に分けて配信される。配信時間及びファイル数

と容量を表 3-4 に示す。5 回の配信のうち 12 時 30 分から配信される 1 回だけ就業時間内となっ

ている。また、支援・研修センターでは毎月特定の日に Windows のアップデートを行うようにし

ており、アップデートを行うため外部へのアクセスが集中し、その日は自動計算システムの運用

前から通信が遅くなる傾向が見られた。そこに約 848 MB の気象データが配信されることとなっ

た結果、12 時 30 分から配信されるデータだけ受信サーバに届くまで時間がかかり送信ができな

くなるという状態となった。この問題は、令和元年（2019 年）9 月にシステム計算科学センター

により支援・研修センターへの回線の増設が行われたこと、令和元年（2019 年）10 月に支援・研

修センターのシステム担当者により Windows アップデート用のサーバが構築されたことにより

改善した。 
  

 
8 DMZ：（DeMilitarized Zone）社内ネットワークなどの内部ネットワークを守るため、内部ネッ

トワークとインターネットなどの外部ネットワークの中間に作成するネットワーク。内

部・外部両方のネットワークから DMZ に構築したサーバへアクセスが可能となるが、

DMZ に構築したサーバから内部ネットワークへのアクセスはできない。そのため、も

し、DMZ に構築したサーバが外部から攻撃を受けて乗っ取られてしまっても内部ネッ

トワークへのアクセスはできないため内部ネットワーク上の情報は守られる。 
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表 3-4 配信時刻毎の気象データのファイル数と容量 
 

気象データの配信時刻 
配信される気象データ 

ファイル数 容量（MB） 

0 時 30 分 25 824.5 

3 時 30 分 26 788.1 

6 時 30 分 27 848.0 

12 時 30 分 27 848.0 

18 時 30 分 27 848.0 
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図 3-4 FTP サーバにおける DMZ の構成 
（ssh：接続元のサーバから接続先のサーバを遠隔操作するための接続コマンド） 

 
  

JAEA-Technology 2021-013

- 22 -



JAEA-Technology 2021-013 

- 23 - 

3.4 移管・整備した自動計算システムの機能確認 
支援・研修センターに移管・整備した WSPEEDI-II 自動計算システムと基礎工センターに整備

されていた自動計算システムの計算結果のうち、放射性核種の拡散が確認できる図を選出して両

者を比較した。一例として、図 3-5 に、令和元年（2019 年）6 月 19 日 6 時に放出が開始された

場合（放出継続時間は 24 時間）の令和元年（2019 年）6 月 20 日 18 時における上空 1,000 m の

ヨウ素 131 の大気中濃度分布図を示す。放出点から北東に弧を描くように分布しているが、両図

に差異は見られない。また、他の計算結果についても差異は見られなかった。これにより、支援・

研修センターに構築した自動計算システムが正常に稼働していることが確認できた。 
移管・整備した自動計算サーバの計算工程ごとの計算時間の一例を表 3-5 に示す。気象計算

（MM5）約 15 分、拡散計算（GEARN）約 20 分となっており、この例では図の作成工程の時間

の測定はされていないが、現在稼働している WSPEEDI-II 自動計算システムにおいて図の作成工

程が約 11 分であることから、多少計算時間が前後してもおおよそ 1 時間ほどで計算が行われた

と推測される。 
 
 

表 3-5 自動計算サーバの計算時間 
 

計算工程 
計算時間 

（時間：分：秒） 

GPV データの変換 0:02:18 

気象計算（MM5） 0:15:05 

拡散計算（GEARN） 0:19:56 
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図 3-4 FTP サーバにおける DMZ の構成 
（ssh：接続元のサーバから接続先のサーバを遠隔操作するための接続コマンド） 
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自動計算システム（支援・研修センター） 

 
 

自動計算システム（基礎工センター） 

 
 

図 3-5 WSPEEDI-II 自動計算システムの出力の比較 
（上図：支援・研修センター所有システム、下図：基礎工センター所有システム） 

（放出開始日時：令和元年（2019 年）6 月 19 日 6 時（24 時間放出継続）、 
出力：令和元年（2019 年）6 月 20 日 18 時、上空 1,000 m、ヨウ素 131） 
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4. WSPEEDI-II 自動計算システムの保守と運用 
 
4.1 OS（オペレーティング・システム）の更新 
 支援・研修センターに WSPEEDI-II 自動計算システムの移管・整備を行った際は、基礎工セン

ターで動作していた自動計算システムと同じシステムとなることを重視してシステムの構築を行

った。これは、支援・研修センターに自動計算システムを構築することを基礎工センターに相談

した時点では、より迅速にシステムの構築を行うことが可能となること、同じシステムを構築す

ることにより両者の計算結果の比較・検討が容易になること、さらに最新の OS を使用した場合

に自動計算システムが正常に動作しない可能性があることが喚起されたためである。しかし、自

動計算システムのサーバにインストールした OS である CentOS6.10 は、令和 2 年（2020 年）11
月 30 日をもってサポートが終了することが決定していた。そのため、基礎工センターと再度協議

をし、サーバを構築した次の年度に OS の更新作業を行った。更新する OS は CentOS の中では

最新となる CentOS8 系統とした。OS の更新作業は以下の手順と方法で行った。 
  

(1) OS 更新用のインストールメディアの作成 
CentOS6 から CentOS8 に更新を行う方法について調べた結果、更新用のツールなどの公

開はされておらず、現行のシステムを維持して OS の更新を行うことは困難であった。その

ため、サーバに CentOS8 を新規インストールして、再度 WSPEEDI-II 自動計算システムを

構築することとした。OS の新規インストールのため、CentOS8 のインストール用 DVD を

作成した。使用する OS は、インストールメディア作成時点で最新版となる CentOS8.1.1911
とした。CentOS8 のイメージファイルは、CentOS7 までのように最低限のシステムのみを

同梱したイメージファイル（minimal）の提供はなく、約 7 GB のすべての提供システムが組

み込まれたイメージファイルの提供となっている。ファイルの大きさから片面一層式の DVD
（約 4.7 GB）に作成することはできなかったため、片面二層式の DVD（約 8.5 GB）を使用

して作成した。 
 

(2) FTP サーバの更新 
OS の更新作業は、サーバの構成要素が少ない FTP サーバから行った。更新期間中の

WSPEEDI-II 自動計算システムの構成を図 4-1 に示す。更新期間中は気象業務支援センター

から支援・研修センターへの GPV データの配信を停止し、基礎工センターから GPV データ

を取得して計算を行うことで、自動計算システムを停止することなく作業を行った。 
CentOS7 以降ではパッケージ管理ツールが yum からその後継となる dnf に変更されてい

る。FTP サーバは、外部ネットワークへのアクセスを制限し、運用に必要なソフトウェアの

通信のみ可能であるようにファイアウォールを設定している。CentOS8 のインストール後、

FTPサーバ構築に必要なパッケージのインストールを可能とするためには通信可能なソフト

ウェアに dnf を追加する必要がある。そのため、ファイアウォールのアクセス制限の設定変

更をシステム計算科学センターに依頼した。自動計算サーバの更新の際に使用するサーバ（以

下、仮サーバという）からもアクセスが可能となるように設定をした。 
OS 更新後のファイアウォールの設定について、ファイアウォールの設定上 CentOS8 で使

用しているパッケージ管理ソフトからの外部ネットワークへの接続のみを接続可能とするこ
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自動計算システム（支援・研修センター） 

 
 

自動計算システム（基礎工センター） 

 
 

図 3-5 WSPEEDI-II 自動計算システムの出力の比較 
（上図：支援・研修センター所有システム、下図：基礎工センター所有システム） 

（放出開始日時：令和元年（2019 年）6 月 19 日 6 時（24 時間放出継続）、 
出力：令和元年（2019 年）6 月 20 日 18 時、上空 1,000 m、ヨウ素 131） 

JAEA-Technology 2021-013

- 25 -



JAEA-Technology 2021-013 

- 26 - 

とができないため、外部ネットワークへのアクセスは常時行えないように設定し、必要に応

じてシステム計算科学センターに連絡し、一時的に設定の変更を依頼することで対応するこ

ととした。 
 

 
 

図 4-1 FTP サーバの更新期間中の WSPEEDI-II 自動計算システムの構成 
 
 

(3) 自動計算サーバの更新 
自動計算サーバの更新は、北朝鮮地下核実験対応の計算を停止させないため、また、

WSPEEDI-II 自動計算システムを構築する手順・方法及び OS 変更による計算結果の差異の

有無を事前に確認することができるメリットがあるため、下記の 3 段階の手順と方法で行っ

た。更新作業手順・方法の構成を図 4-2 及び図 4-3 に示す。 
① 仮サーバに現行自動計算サーバと同じシステムを構築する。 
② 仮サーバの OS を CentOS8 に更新する（OS のバージョンは CentOS8.1.1911）。 
③ 自動計算サーバの OS を CentOS8 に更新する。 

仮サーバには支援・研修センターの既存サーバを使用した。 
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図 4-2 自動計算サーバの更新作業手順・方法①及び②の構成 
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図 4-3 自動計算サーバの更新作業手順・方法③の構成 

 
 

① 仮サーバに現行自動計算サーバと同じシステムを構築する。 
第 1 段階として、自動計算サーバと、OS 及びパッケージのバージョンが同じである

WSPEEDI-II 自動計算システムを仮サーバに再現した。自動計算サーバと仮サーバの計算

結果のうち、放射性核種の拡散が確認できる図を選出して両者を比較した。一例として、

図 4-4 に、令和 2 年（2020 年）8 月 6 日 6 時に放出が開始された場合（放出継続時間は 24
時間）の、令和 2 年（2020 年）8 月 7 日 18 時における地表面のキセノン 133 の大気中濃

度の分布図を示す。放出点から東にゆるいカーブを描くように分布しているが、両図に差

異は見られない。また、他の計算結果についても差異は見られなかった。これより、仮サ

ーバに構築した自動計算システムが正常に稼働していることを確認した。 
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自動計算サーバ 

 
 

仮サーバ 

 
 

図 4-4 自動計算サーバ（CentOS6）と仮サーバ（CentOS6）の出力の比較 
（放出開始日時：令和 2 年（2020 年）8 月 6 日 6 時（24 時間放出継続）、 

出力：令和 2 年（2020 年）8 月 7 日 18 時、地表面、キセノン 133） 
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図 4-3 自動計算サーバの更新作業手順・方法③の構成 
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結果のうち、放射性核種の拡散が確認できる図を選出して両者を比較した。一例として、
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時間）の、令和 2 年（2020 年）8 月 7 日 18 時における地表面のキセノン 133 の大気中濃

度の分布図を示す。放出点から東にゆるいカーブを描くように分布しているが、両図に差

異は見られない。また、他の計算結果についても差異は見られなかった。これより、仮サ

ーバに構築した自動計算システムが正常に稼働していることを確認した。 
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② 仮サーバの OS を CentOS8 に更新する。 

第 2 段階として、仮サーバに下記条件の WSPEEDI-II 自動計算システムを構築した。 
・OS を CentOS8.1.1911 とする。 
・パッケージに関して可能な範囲で最新のバージョンを使用する。 

パッケージについて、最新版にすることで自動計算システムのソースプログラムに変更

が必要となるもの等は、最新版の使用の対象外とした。また、インテルコンパイラについ

ても、現行の自動計算サーバで使用しているバージョンは CentOS8 に対応していないた

め、令和 2 年（2020 年）に公開された CentOS8 に対応しているバージョンを使用した。 
自動計算サーバと仮サーバの計算結果のうち、放射性核種の拡散が確認できる図の一例

を図 4-5 に示した。図 4-5 は、令和 2 年（2020 年）9 月 1 日 6 時に放出が開始された場合

（放出継続時間は 24 時間）の、令和 2 年（2020 年）9 月 2 日 18 時における上空 1,000 m
のキセノン 133 の大気中濃度の分布図である。放出点から北東に向かってほぼ直線状に分

布する部分とその分布の北側に沿うように点在する分布が存在する。両図は大部分が同じ

分布をしているが、特に点在している分布に多少の差異が見られた。これらの差異は、OS
またはコンパイラの変更により、計算数値の末端の数値の処理にわずかな差異が生じたた

めと推測される。しかし、本計算の目的は、北朝鮮地下核実験が行われた際に自衛隊が航

空機を飛行させる位置と高さの目安に関する参考資料とすることである。このため、両者

の大部分が一致しており、差異が生じている部分についても不自然な位置に点在している

わけではないと考えられることから、ここで見られた差異は許容範囲と判断し、OS の変更

に問題はないとした。 
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自動計算サーバ 

 
 

仮サーバ 

 
 

図 4-5 自動計算サーバ（CentOS6）と仮サーバ（CentOS8）の出力の比較 
（放出開始日時：令和 2 年（2020 年）9 月 1 日 6 時（24 時間放出継続）、 
出力：令和 2 年（2020 年）9 月 2 日 18 時、上空 1,000 m キセノン 133） 
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② 仮サーバの OS を CentOS8 に更新する。 

第 2 段階として、仮サーバに下記条件の WSPEEDI-II 自動計算システムを構築した。 
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布する部分とその分布の北側に沿うように点在する分布が存在する。両図は大部分が同じ

分布をしているが、特に点在している分布に多少の差異が見られた。これらの差異は、OS
またはコンパイラの変更により、計算数値の末端の数値の処理にわずかな差異が生じたた

めと推測される。しかし、本計算の目的は、北朝鮮地下核実験が行われた際に自衛隊が航

空機を飛行させる位置と高さの目安に関する参考資料とすることである。このため、両者

の大部分が一致しており、差異が生じている部分についても不自然な位置に点在している

わけではないと考えられることから、ここで見られた差異は許容範囲と判断し、OS の変更

に問題はないとした。 
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③ 自動計算サーバの OS を CentOS8 に更新する。 

第 3 段階として、自動計算サーバの OS を CentOS8.1.1911 に更新した。自動計算サー

バが行っている処理を仮サーバが行うようにシステムの処理構造を移管し（図 4-3）、サー

バの更新作業は手順・方法②と同様に行った。 
自動計算サーバと仮サーバの計算結果のうち、放射性核種の拡散が確認できる図の一例

を図 4-6 に示した。図 4-6 は、令和 2 年（2020 年）9 月 10 日 6 時に放出が開始された場

合（放出継続時間は 24 時間）の、令和 2 年（2020 年）9 月 11 日 18 時時点における上空

1,000 m のキセノン 133 の大気中濃度の分布図である。放出点から北西に直線状に進み先

端部分が広がる形で分布しているが、両図に差異は見られない。また、他の計算結果につ

いても差異は見られなかったことから、構築した自動計算サーバが正常に稼働しているこ

とを確認した。 
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自動計算サーバ 

 
 

仮サーバ 

 
 

図 4-6 自動計算サーバ（CentOS8）と仮サーバ（CentOS8）の出力図の比較 
（放出開始日時：令和 2 年（2020 年）9 月 10 日 6 時（24 時間放出継続）、 
出力：令和 2 年（2020 年）9 月 11 日 18 時、上空 1,000 m、キセノン 133） 
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③ 自動計算サーバの OS を CentOS8 に更新する。 
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4.2 その他の保守・運用作業 

WSPEEDI-II 自動計算システムは、毎日定時に自動計算を行い当日の計算結果を出力するよう

に運用する必要がある。このため、自動計算サーバに「FTP サーバからのデータ取得」と「自動

計算システムの実行」を定時に行うように設定を行い、作業者の有無にかかわらず日々の運用を

行うものとした。 
WSPEEDI-II 自動計算システムの保守について、年毎に行う必要がある作業として次の(1)及び

(2)、随時行う作業として(3)、及びレンタルサーバ更新時の作業として(4)が挙げられる。 
 

(1) レンタルサーバのレンタル契約の更新 
本システムで使用している FTP サーバ及び自動計算サーバにはレンタルサーバを使用し

ており、契約仕様において 5 年間同一サーバを使用可能としているが、1 年毎にレンタル契

約の更新を行う必要がある。 
(2) GPV データの購入契約の更新 

GPV データ（気象データ）の購入契約は 12 ヶ月毎となっているため、1 年毎に気象業務

支援センターとの購入契約を更新する必要がある。 
(3) サポートが終了するソフトウェアの更新 

サーバにインストールしたソフトウェアのうち、サポート期間が終了を迎えるソフトウェ

アについては、終了後は情報セキュリティの確保が困難となる恐れがあるため、終了期間を

迎える前に当該ソフトウェアのバージョンを更新する必要がある。 
(4) レンタルサーバ更新時 

レンタルサーバは毎年レンタル契約更新を行っていても、レンタル開始から 5 年後には現

行サーバを返却しなければならない。このため、運用を継続するには WSPEEDI-II 自動計算

システムの構成等の検討をした上で、3.2 節に示した手順と方法により、新規サーバに自動計

算システムの構築を行う必要がある。 
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5. 今後の課題 
 
5.1 最新の計算モデル及び新規の大気拡散予測システムの導入の検討 
図 2-1 に示したように、支援・研修センターに整備された WSPEEDI-II 自動計算システムで

は、大気力学モデルとして MM5 が導入されている。しかし、基礎工センターでは大気力学モデ

ルとして WRF32)を採用して WSPEEDI-II を更新した。WRF は、既に開発が終了した MM5 の

後継かつ次世代の大気力学モデルという位置付けであり、米国大気研究センター（NCAR）が中

心となって開発プロジェクトが進められている。WRF は MM5 と比較して、異なった鉛直座標系

の採用、数値計算スキームの精度向上、最新の物理モデル（放射、乱流、雲物理、地表面等に関す

る各モデル）の導入、より高度のデータ同化システムの利用という特徴を有している。また、幅

広い領域設定に対応可能であることも特徴の一つである。さらに、大規模並列計算機で効率良く

計算が行えるようにソースコードが設計されており、ユーザーは比較的容易に並列計算を実施す

ることができる。これらの特徴から、降水の再現精度が高くなるとともに、豪雨や突風などを引

き起こす局地気象の予測と解析に適したモデルやツールになると期待されている 33)-36)。 
さらに基礎工センターでは、これまでの WSPEEDI-II の開発及び適用の経験を基にして、

WSPEEDI-DB 37),38)という新たな大気拡散テータベースシステムを開発した。WSPEEDI-DB は、

原子力事故等により大気中に放出された放射性物質を対象として、様々な気象条件と放出源情報

に対する大気拡散予測計算結果を即座に取得することができる数値シミュレーションシステムで

ある。大気力学モデル及び大気拡散モデルは、WSPEEDI-II の各モデルを更新、改良したもので

ある。最初に、大気力学モデル WRF により気象場を計算し、これを入力として大気拡散モデル

GEARN により放射性物質の移流・拡散・沈着を計算して、大気中濃度と地表沈着量のデータベ

ースを事前に作成しておく。次に、このデータベースに対して指定した放出条件を適用すること

により、任意の放出条件の大気拡散予測計算結果を即座に取得することができる。 
現在、支援・研修センターで運用しているWSPEEDI-II自動計算システムは、従来のWSPEEDI-

II を基盤としており、計算モデルに最新の知見が反映されていない。また、北朝鮮地下核実験対

応に特化したシステムであることから、他の原子力事故等に適用することは限定的かつ困難であ

る。最新の計算モデルや他の原子力事故等への対応の必要性がある場合、WSPEEDI-II 更新版あ
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4.2 その他の保守・運用作業 
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行サーバを返却しなければならない。このため、運用を継続するには WSPEEDI-II 自動計算

システムの構成等の検討をした上で、3.2 節に示した手順と方法により、新規サーバに自動計

算システムの構築を行う必要がある。 
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北朝鮮地下核実験対応の今後のあり方や動向等について原子力規制庁と意見交換を行った結果、

地下核実験対応は当面の間は継続する必要があると認識された。また、対応終了については原子

力規制庁のみで判断できるものではなく、放射能対策連絡会議によって決定されるものである。

原子力機構は、放射能対策連絡会議や原子力規制庁の方針や要請に従って、地下核実験対応に使

用する WSPEEDI-II 自動計算システムの保守と運用を今後も確実に継続するとともに、最新の計

算モデルへの更新及び新規の大気拡散データベースシステムの導入等を検討する必要があるだろ

う。 
北朝鮮地下核実験の他に、地下核実験場を掘削した岩盤等の崩落による放射性物質の大気中へ

の漏洩、平成 29 年（2017 年）9 月に北朝鮮外相が示唆した太平洋での洋上核実験の実施等の恐

れも否定できない。これら新たな事象では、地下核実験と比較すると、より大量の放射性物質が

大気へ放出されることや放出状況が複雑となることが想定される。これらに対応するためには、

地下核実験対応の場合のような特定の放射性物質の一定単位放出率（1 Bq/h）を仮定した大気拡

散予測計算だけではなく、より現実的な放出源情報（放出核種の組成、核種放出率、放出継続時

間、放出高度等）を使用した予測計算の実施が必要となるだろう。 
 
  

JAEA-Technology 2021-013

- 36 -



JAEA-Technology 2021-013 

- 37 - 

6. おわりに 
 
本報告書では、まず北朝鮮による地下核実験対応の経緯とそれに対する国や原子力機構の対応、

及び対応に使用する WSPEEDI-II 自動計算システムとその支援ツールの開発経緯と概要につい

て説明した（第 2 章）。次に、自動計算システムの支援・研修センターへの移管と整備（第 3 章）、

及び同センターにおけるその後の保守と運用（第 4 章）について記述した。さらに、北朝鮮地下

核実験対応における今後の課題について記載した（第 5 章）。 
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研に設置されていた WSPEEDI-II 自動計算システムにおいて、いくつかの保守及び運用上の問題

が生じていた。それらの問題を解決するため、自動計算システムを支援・研修センターへ移管し

て整備する作業を実施した。また、支援・研修センターでは、OS の更新、情報セキュリティ対策

など自動計算システムに関する保守と運用を行っている。これら一連の作業により、自動計算シ

ステムに関するすべての問題を解決することができ、自動計算システムをより安定して運用する

ことができるようになった。自動計算システムを使用した北朝鮮地下核実験対応について、原子

力機構における対応体制及び対応方法は最適化され確立されたと言えるだろう。自動計算システ

ムの保守と運用に関する今後の技術的な検討課題としては、最新の大気力学モデルへの更新や新

規の大気拡散データベースシステムの導入などが挙げられる。これらの検討課題については、北

朝鮮の情勢や近隣諸国の動向等を考慮しながら優先順位を付けて順次検討・解決していく必要が

あるだろう。本報告書に記載した自動計算システムの支援・研修センターへの移管と整備、及び

同センターにおけるその後の保守と運用に関する作業の内容とノーハウは、将来サーバ機器の交

換及び汎用ソフトウェアの更新を実施する場合に、非常に有用な情報となるだろう。 
第 2 章で述べた通り、我が国における原子力災害への対応は、国内で発生した場合と国外で発

生した場合とで異なる枠組みとなっている。国内で発生した原子力災害への対応は、福島第一原

発事故を受け、関連法令等の改正、原子力災害対策指針の策定、これらの法令・指針を受けた原

子力防災体制の整備等が進められた。一方、国外で発生した原子力事故等への対応は、広く緊急

事態全般を対象とした「緊急事態に対する政府の初動対処体制について」に基づき、特に放射性

物質等の影響が想定される事象については、内閣官房副長官を議長とする放射能対策連絡会議に

よる対応が行われる。これまでの北朝鮮による地下核実験についても放射能対策連絡会議の対応

活動として実施された。 
近年東アジア沿岸地域の近隣諸国（韓国、台湾及び中国）において既に多数の原子力発電所等

が稼働しており、さらに新規建設も進められている状況である。これらの原子力発電所等におい
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核実験対応に特化した WSPEEDI-II 自動計算システムを適用することは困難であるため、新たな

対応体制及び対応方法の確立の検討が必要だろう。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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